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第１章

2040年代に想定する社会変化の見込み 関連

年齢階級別人口・人口ピラミッドの推移予測

• 東京都の人口の将来予測では、2040年には高齢者数は約400万人、高齢化率は約33%になると予測されている。
• 2040年代には団塊ジュニア世代が65歳以上となり、人口ピラミッドは老年人口の割合が高い「つぼ型」となると予測されている。

東京都の年齢階級別人口の推移

出典：「東京都長期ビジョン」（平成26年12月/東京都）より作成

(本編p.2)

参―2

出典：「東京都長期ビジョン」（平成26年12月/東京都政策企画局）

東京都の人口ピラミッドの推移

(資料)「東京都男女年齢(5歳階級)別人口の予測」(平成25年3月/東京都総務局)、
「国勢調査」(総務省)等から作成

(備考)2040年以降は東京都政策企画局による推計

出典：「東京都長期ビジョン」（平成26年12月/東京都政策企画局）

(資料)「東京都男女年齢(5歳階級)別人口の予測」(平成25年3月/東京都総務局)、
「国勢調査」(総務省)等から作成

(備考)2015年以降は東京都政策企画局による推計
内訳の（）内の数字は人口に占める割合

（2010年の割合は、年齢不詳を除いて算出）
四捨五入や、実績値には年齢不詳を含むことにより、内訳の合計が
総数と一致していない場合がある



地区別人口増減の予測

• 人口の変化を1kmメッシュで捉えると、地域によって増減に大きく違いがある。
• 地域ごとに人口の年齢構成には大きな違いがみられる。

出典：国土数値情報 将来推計人口メッシュデータ（平成26年度/国土交通省国土政策局推計）から作成

(本編p.2)
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出典：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」
(平成28年1月/東京都)から作成

東京都の地区別人口増減の予測

東京都の地区別年齢階級別人口

(65歳以上人口)

(15歳～64歳人口)

(15歳未満人口)

国際交流の進展
• 国際旅行者数は増加が続く見通しである。
• 非製造業を中心に、外資系企業の常時雇用者数は増加傾向にある。
• 我が国における高度外国人材の受入れは拡大が続いている。

国際旅行者数※の推移 （単位：百万人）

出典：「訪日インバウンドの現状について」（平成26年10月/日本政府観光局）

１ 社会の状況
（世界の人々の往来の活発化） (本編p.２)

出典：「第49回外資系企業動向調査（2015年調査）の概況」
（平成28年3月/経済産業省）

外資系企業の常時従業者数の推移
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高度人材等認定件数（累計）の推移

出典：「高度外国人材の受入促進等について」（平成28年4月/法務省）

※UNWTO(国連世界観光機関)年次報告(2013)における国際観光客到着数
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75歳ぐらいまで 76歳以上 働けるうちはいつまでも

わからない

高齢者の就業意欲と共働き世帯の動向

「国勢調査」（総務省）を基に国土交通省都市局作成。

出典：「首都圏整備に関する年次報告」（平成27年6月/国土交通省）

高齢者の就業者数の比率

退職希望年齢

• 現状、高齢者の約6割が就業を希望している。
• 高齢者の就業者数は、平成2年から平成22年にかけて倍増しているが、就業率は2割程度で横ばいとなっている。
• 共働き世帯は年々増加し、平成9年以降は男性雇用者と無業の妻から成る世帯の数を上回っている。

出典：「男女共同参画白書 平成27年版」（平成27年6月/内閣府）

共働き等世帯数の推移

１ 社会の状況
（高齢者と子育て世代の社会参加） (本編p.２)

出典：「高齢者の健康に関する意識調査結果」（平成19、24年/内閣府）から
東京都作成

65歳以降も就職を希望する割合：59.5％

様々なライフスタイルが展開

• 個人が保有する遊休資産の貸出しを仲介するサービスである「シェアリング・エコノミー」の市場規模は急速に拡大している。
• 仕事と生活の調和した、ワークライフバランスの実現を希望する者の割合は約6割に達するが、実現できている者は4割にも満たない。

シェアリング・エコノミーの市場規模

出典：「平成27年版情報通信白書」（平成27年7月/総務省）

（出典）PwC「The sharing economy - sizing the revenue opportunity」

１ 社会の状況
（ライフスタイルの多様化が進展） (本編p.２~３)
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仕事と生活の調和に関する希望と現実の推移

出典：「男女共同参画白書 平成26年版」（平成26年6月/内閣府）に加筆



主要都市の芸術活動

• 東京の美術館・博物館の数は海外主要都市と同規模程度であるが、劇場・コンサートホールの数は比較的少ない状況にある。
• 美術館の年間訪問者数については、パリのルーブル美術館やロンドンの大英博物館などの美術館に比べて少数にとどまっている。
• 文化・交流分野やアーティストにとっての都市ランキングでは、東京は海外主要都市にやや遅れを取っている。

主要都市の美術館・博物館数の指数 世界の美術館の年間訪問者数（2013年）

出典：「The Art Newspaper」（平成26年4月/イギリス
の美術月刊誌）から東京都作成出典：「世界の都市総合ランキング2015」（平成27年/森記念財団）から東京都作成

主要都市の劇場・コンサートホール数の指数

１ 社会の状況
（創造的な芸術・文化活動が増加） (本編p.３)
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分野別都市ランキング（文化・交流） アーティストのニーズを踏まえた都市ランキング

出典：「世界の都市総合力ランキング」（平成22～27年（各年）/森記念財団）から東京都作成

注）交流・文化発信力、集客資源、集客施設、受入環境、交流実績に関
する各種指標から得点化

注）文化的刺激、アーティストの集積、マーケットの存在、創作環境（スタジオ、アト
リエ賃料、広さなど）、日常生活の環境（住みやすさ）から得点化

注）最も多い施設数を持つ都市の施設数の値を100としたときの、各都市の施設数の値を表示している。

自然災害や新たな危機の状況

• 南関東地域でマグニチュード７クラスの地震が発生する確率は今後30年間で70パーセントと推定されている。
• サイバー攻撃は年々増加している。
• 東京都では、豪雨の発生状況等を踏まえ、おおむね30年後を見据えた対策を講じている。

Ｍ７クラスの１９地震の位置図と震度分布

左：都心南部直下地震の震度分布
右：首都直下のＭ７クラスの地震の重ね合わせた震度分布

地殻内（Ｍｗ6.8）、フィリピン海プレート内（Mw7.3）に一律に震源を想定した場合の震度分布及びM7
クラスの19地震の震度分布を重ね合わせたもの

１ 社会の状況
（自然災害や新たな危機への対応） (本編p.３)

出典：「首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）」
（平成25年12月/中央防災会議 首都直下地震対策検討ワーキンググループ）
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豪雨対策

出典：「東京都豪雨対策基本方針（改定）」（平成26年6月/東京都）

警察が把握した標的型メール攻撃の件数

出典：「平成27年上半期のサイバー空間をめぐる脅威の情勢について」（平成27年9月/警察庁）



環境技術の普及の進展

• 廃棄物処理・リサイクル、下水処理や省エネ・ヒートアイランド対策など、優れた環境技術の導入により、高効率な資源・エネルギー利用や大気・水・熱
環境の総合的な改善が見込まれている。

２ 社会の変化を支える技術革新
（エネルギー・環境技術） (本編p.3～４)

環境エネルギー技術革新計画における環境技術の開発・普及への道筋

出典：「平成26年版環境・
循環型社会・生物多
様性白書」（平成
26年6月/環境省）

情報技術の進展

• 人工知能技術の進展により、医療福祉分野をはじめ様々な場面で、人工知能の活用が見込まれている。
• 2013年時点でのIoTデバイスの数は約158億個であり、2020年までに約530億個まで増大すると推定されている。

出典：「技術戦略委員会における検討状況（案）～中間とりまとめ～」情
報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会（第10
回）（平成28年4月/総務省）から抜粋

２ 社会の変化を支える技術革新
（ロボット・人工知能技術/情報・通信技術） (本編p.４～5)

人工知能の将来の活用イメージ

参―6

インターネットにつながるモノ（IoTデバイス）の数

出典：「平成27年版情報通信白書」（平成27年7月/総務省）

（出典）IHS Technology



第２章

2040年代に果たすべき東京の役割 関連

世界の地域別人口動向

世界の主要地域別人口予測

出典：「World Population Prospects: The 2015 Revision」（国連）
から東京都作成

• 世界の総人口は2015年の約74億人から、2050年には約97億人に増加すると予測されている。
• アジアについては、2015年の約44億人から2050年の約53億人に増加し、中国、台湾、日本等を除くほとんどの国で増加が予想されている。

２ 2040年代に果たすべき東京の役割
（世界の動向と地理的特徴） (本編p.6)

2050年
アジア：52.7億人
全世界：97.3億人

2015年
アジア：43.9億人
全世界：73.5億人

参―7



世界各都市の集積状況

• 世界の都市圏の人口規模を比較すると、東京圏の人口規模は最大である。
• 世界トップ500のグローバル企業数や、ミシュランの三ツ星レストラン数についても、世界で１、２位を争う状況である。

２ 2040年代に果たすべき東京の役割
（多様な集積と安定したマーケット） (本編p.6)

出典：ミシュランガイド2014から東京都作成

三ツ星レストランの店舗数

都市圏の人口規模（2015年－2030年）

国別店舗数 都市別店舗数

日本 28 東京 13

フランス 27 パリ 10

ドイツ 11 ニューヨーク 7

アメリカ 10 香港 5

スペイン 8 サンフランシスコ 2

イタリア 8 ロンドン 2

中国 7 マカオ 2

英国・アイルランド 4 シカゴ 1

スイス 2 ランス（フランス） 1

ベルギー 3 湘南 1

オランダ 2
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イスタンブール

（百万人）
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注）東京については国勢調査における「関東大都市圏」（さいたま市、千葉市、東京都特別区部、横
浜市、川崎市及びその周辺市町村）、近畿圏については「国勢調査」における「近畿大都市圏」
（京都市、大阪市、堺市、神戸市及びその周辺市町村）を対象としている。

出典：「World Urbanization Prospects, the 2014 Revision」(国連)から東京都作成

オリンピック・パラリンピックに向けたプロモーション

• 訪英外国人旅行者数は、リーマンショックの影響により2008年から2010年にかけて減少し続けていたが、2011年以降は増加に転じている。
• 2012年のロンドンオリンピックの開催を契機として、英国旅行への関心が高まるなど、英国に対するイメージが向上している。

２ 2040年代に果たすべき東京の役割
（東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会と新たなチャンス） (本編p.7)

訪英外国人旅行者数の推移

出典：「平成26年版観光白書」（平成26年6月/観光庁）
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英国に対するイメージの向上

出典：「過去のオリンピック・パラリンピックにおける観光の状況」（平成26年2月/観光庁）



第３章

2040年代に目指すべき東京の都市像 関連

これまでの都市構造
• 多心型都市構造では、都心への業務機能の過度な集中を抑制するため、業務機能を副都心や多摩の「心」へ分散し、職と住のバランスのとれた都市

構造を目標としていた。
• 環状メガロポリス構造では、集積のメリットを生かし、東京圏域全体で首都機能を担う多機能集約型の都市構造の構築を図るため、空港・港湾や三環

状道路など環状方向の広域交通基盤を強化して、圏域の活発な交流を実現することを目標としていた。
• 「東京の都市づくりビジョン」(平成21年)では、環状メガロポリス構造を構成する骨格を基本に、東京を５つのゾーンに区分し、それぞれのゾーンが東京

圏の中でどのような役割を果たし、どのようなイメージの市街地となっていくべきか、広域的な視点を踏まえた将来像を地域像として示した。

３ 目指すべき都市構造のイメージ
（「交流・連携・挑戦」の都市構造） (本編p.11)

多心型都市構造

出典：「東京都長期計画」（昭和57年/東京都）

参―9

環状メガロポリス構造

出典：「東京の都市づくりビジョン」（平成21年7月/東京都）



「交流・連携・挑戦」を促進する都市基盤について

• 2040年代には、リニア中央新幹線が大阪まで延伸し、東京と国内各地の更なる連携強化が見込まれている。
• 首都圏の航空需要は増加傾向を示しており、国内から海外まで自由自在な移動と交流を実現するためにも、様々な面において、空港の更なる機能強

化を図ることが重要である。

３ 目指すべき都市構造のイメージ
（「交流・連携・挑戦」の都市構造） (本編p.11)

リニア中央新幹線開通による三大都市圏の一体化

出典： リニア中央新幹線建設促進期成同盟会ホームページ

航空需要予測（発着回数）

出典：「羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」
参考資料3 （平成26年9月/首相官邸）

コアの集積状況

都市機能に関するコアへの集積状況 （平成13年→平成25年の推移）

出典：「東京の土地」（2001、2013）及び各市統計書、「固定資産概要調書」
（平成13、25年度）から東京都作成

• 全てのコアにおいて、業務・商業及び住宅の面積が増えている。業務はセンターコアに、工場・倉庫はサウスコアに集中している。

３ 目指すべき都市構造のイメージ
（世界一の大都市圏を支える「広域拠点」の連携強化） (本編p.11～12)
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センター･コア：江東区、港区、荒川区、渋谷区、新宿区、千代田区、 台東区、
中央区、品川区、文京区、豊島区、墨田区の集計値

ノース･コア：さいたま市の集計値
サウス・コア：横浜市及び川崎市の集計値
イースト・コア：千葉市の集計値
ウェスト・コア：八王子市、立川市、多摩市の合集計値



中核拠点への集積状況

• 中核拠点の集積状況には大きな差があり、特に都心や新宿における業務機能の集積が顕著である。
• 多摩部については５市ともに集積が進展しているが、特に八王子市や町田市の住宅機能の増加が著しい。

中核拠点（区部）（平成3年→平成23年の推移）

出典：「土地利用現況調査」（平成3、23年度）から東京都作成

３ 目指すべき都市構造のイメージ
（挑戦の場となる「個性ある多様な拠点」への再編） (本編p.12)

中核拠点（多摩）（平成4年→平成24年の推移）

出典：「土地利用現況調査」（平成4、24年度）から東京都作成

区部 1991年 2011年
多摩 1992年 2012年

832

773

90

989

2,500

1,357

804

99

1,277

3,577

新宿副都心

293
70

155

577

831

499

146

75

869

1,162

渋谷副都心

505

146
79

708

726

589

225

50

1,383

466

池袋副都心

224
103

81
479

560

206

43217

337

1,343

大崎副都心

348
111

140
631

535

410

132320

642

597

上野・浅草副都心

217
39 383

405

291

295

129
836

682

603

錦糸町・亀戸副都心

251
35
21
5

20 1,140

551

1,050

754

1,533

臨海副都心

1360
21
13

163
243 10

143

29
1,581

品川

139
24
23 207

391

51

56
88382

732

秋葉原

1,282

2,318

81

1,154

1,358

3,291

217

1,740

都心

12,220

14,875

967

403

1
104

2,093

33 2

1
156

羽田空港

中核拠点以外への集積状況

• 中核拠点以外においても、赤坂、六本木・虎ノ門・築地においては業務機能が、豊洲では住宅機能が大きく増加している。

３ 目指すべき都市構造のイメージ
（挑戦の場となる「個性ある多様な拠点」への再編） (本編p.12)
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61 105
103

8 475

38124
91

36
760

田町

658

320

607

237

1,863

330

454

890

337

2,466

六本木・虎ノ門 98
91
58
46 758

225

64316

34
909

浜松町・竹芝

381
170

175
13

100

244
273
366
175

454

晴海

460

35 275
12 165

248
148

1,373

333

982

豊洲

712

265

792

213

1,806

757

272

1,400

316

2,442

赤坂

447

287

301
149

820

368

401

433

162

1,318

築地

16
26
66
74

60

1
12

63
113

130

北青山三丁目

77
0
4
5

147

102
0

1
12

172

神宮外苑

出典： 「土地利用現況調査」（平成3、23年度）から東京都作成

(ha)

1991年 2011年

凡例

業務：事務所施設の床面積合計

商業：専用商業施設、住商併用施設の床面積合計

住宅：独立住宅、集合住宅の床面積合計

生活：官公庁施設、教育文化施設、厚生医療施設の床面積合計

その他：専用工場、住居併用工場、倉庫・運輸関係施設、宿泊遊興施設、スポーツ・興行施設、供給処理施設の床面積合計

中核拠点以外（区部）（平成3年→平成23年の推移）


